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本稿は，1970年代の日中関係を考察対象にし，国際関係論視角度から日中国交正常化から平和友好
条約締結にいたる過程を検討し，条約交渉に影響を与えた諸要因を分析したものである。本稿は，内
容を三章に分けている。
第一章日中国交正常化
第二章日中平和友好条約交渉
第三章交渉の停滞と進展の要因分析
各章節の内容概要は，次の通り。
第一章の日中国交正常化では，国交回復をもたらした国際環境と国交正常化に至る過程の考察を通
じて，後の平和友好条約交渉の焦点となった「反覇権条項」の由来と両国の一般的意図を解明し，関
係正常化の意義を再検討した。
第一節は;米中戦略的提携の成立を論じた。先ず，ニクソン政権の中国政策の見直しの背景と意図
を分析した。その直接要因はアメリカの武力干渉政策の失敗であった。ベトナムでの軍事的挫折は，
自由主義の使命感による武力干渉発想全体がもはや米国内のみならず，国際社会にも説得力を失った
ことを意味する。また，二極支配の戦後国際政治体制の変容による要因があった。ニクソンは対中接
近を通じて，三角外交を二極対立にとって代え，それによりソ連という戦略上の主要敵に対する形勢
逆転，ベトナムからの「名誉ある撤退｣，東西間緊張関係の鎮静化等の達成，さらに，アメリカが主
導する新たな国際秩序の構築を構想した。次に，毛沢東体制下の対外政策の変更過程を考察した。６８
年のソ連軍によるチェコスロバキア進駐以降，中国はソ連に対する危機感を高め，とり続けた反米反
ソの姿勢が国際社会における孤立化をもたらしたことを認識せざるをえず，対米接近を図る戦略転換
を模索しはじめた。６９年６月から９月にかけて陳毅ら四元帥が提出した「戦争情勢に対する初歩的評
価｣，「当面の情勢に関する見方」と題する報告は，毛沢東の決断にとって重要な参考になった。最後
に，中米ソ「大三角」関係の成立に触れた。中米首脳会談，台湾問題，上海コミュニケ等である。中
米和解の意義は，アジアの冷戦の終焉に止まらず，イデオロギー的敵対と感情的な憎しみを超克する
新しい国際関係が建てられる基盤を示した。
第二節は，米中和解と日中関係である。この節では，「米中提携における日本」と「日中両国の政
治的意図」について分析を行った。米中和解の実現につれ中国にとって，経済大国へと進みつつある
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日本の重要性は著しくなってきた。中国の対外戦略のなかで日本は代替できない役割を担っていた。
日中関係の発展は，米中関係に資するものになるし，反ソ戦略の補強にもなるし，長期的な目で見れ
ば，日米関係を牽制する働きもある。また，日本との国交回復は，台湾問題の解決や「四つの近代化」
建設を利するものだった。さらに重要なことに，経済大国日本は急速に再び軍事大国になりえた。中
国は日本の佐藤政府，また岸や佐藤の「亜流」を国交回復の交渉相手にせず，彼らと違うた新しい戦
後の政治家との交渉を通じて，中日関係の新時代を開く方針だった。一方，米中和解は日本政府に対
中態度と冷戦型の中国政策の変更を迫った。佐藤首相は各種のルートを通じて，水面下で中国側との
接触を探ったが，台湾との政治関係をアメリカより先に自分の手で断絶する用意がなかった。
第三節の日中国交正常化では，田中内閣の姿勢，周。竹入会談，日本の野党の動き，日中首脳会談
等に触れ，日中国交回復の過程の大筋を纏めた。
第四節は，日米中「小三角」関係の成立である。反覇権条項を含む共同声明の発表は，アジア゜太
平洋地域で日米中が連携してソ連の覇権に反対する意味を持つ三角関係＝地域的枠組みの成立を意味
した。中国は反ソ国際統一戦線を結成するために，日本の協力を望んでいた。日本の田中内閣はアメ
リカのアジアにおける軍事政策の縮小に危機感を抱き，日米安保条約を軸とする対米協調路線を堅持
し続けながら，中国と友好協力関係を構築することを重要視し，「日米中三国で，二等辺三角形の関
係」つくろうと図った。
第二章は，日中平和友好条約交渉である。国交樹立から平和友好条約締結に至る軌跡を跡づけ，関
係正常化後の両国関係と条約の交渉過程の大筋を纏め，焦点となった「反覇権条項」を巡る双方の立
場を提示する。
第一節は，国交回復後の日中経済関係である。貿易，海運，航空，漁業等の実務的協定の締結と国
交正常化後の両国経済関係の活発化を考察し，正常化したばかりの日中関係に試練を与えた問題を指
摘した。先ず，中日韓が管轄権を巡って争ういくつかの海洋地域の天然資源開発問題，次に，釣魚島
列島＝尖閣諸島を巡る日中間の主権争い，最後に，日ソ間のシベリア゜チュメニ油田の共同開発問題
である。
第二節の条約の交渉過程では，毛沢東政権，華国鋒政権と日本の田中，三木，福田三内閣との交渉
の軌跡を跡づけ，双方の主張を反映する重要な会談の内容を紹介した。中国は共同声明を遵守し反覇
権条項を含む条約を早期締結するよう主張した。田中内閣は早期締結に異議はなかったが，覇権反対
条項を条約に盛り込むことに対しては保留の意を表わした。三木内閣は中ソ等距離外交を唱え，条約
交渉を事務当局に任せ，反覇権条項を条約に盛り込むという中国側の主張に応じない姿勢だった。こ
のため，交渉は反覇権条項を巡る厳しい対立で難航した。それを打開するために，日本は「宮沢四原
則」に基づいた譲歩案を提示したが，共同声明の反覇権精神を形骸化させるもので，中国はそれを受
け入れなかった。福田内閣は全方位外交を唱え，いかなる国にも敵対･せず，中ソ対立に巻き込まれな
い方針を堅持し続けながら，日中関係は日ソ関係と別に処理するという三木内閣と違う姿勢をとった
ため，交渉の再開が可能となった。他方，中国では華国鋒体制の成立，特に都小平の再復活のため，
国内政策が確実に「四つの近代化」建設を中心とする方向へと転換しつつあり，柔軟に交渉に対処す
ることが可能になった。
第三章は，交渉の停滞と進展の要因分析である。主たる論点は三つある。
１）アメリカの対外政策目標による影響。交渉の停滞についてのこれまでのソ連妨害説や中ソ緊張
対立説と違い，本研究は，アメリカの対外政策目標による要因がより決定的な意味を持つとの結論を
出すことができた。ニクソン大統領の辞任によりアメリカの対中。ソ政策のバランスは崩れ，ヘルシ
ンキ合意を象徴とした米ソ間デタントの著しい進展と対照的に，米中関係は国交正常化交渉の棚上げ
で殆ど足踏み状態に陥った。一方で，米ソのデタントへの反発として，中国は覇権主義と権力政治に
挑戦する独自の強硬路線を展開し，その結果，東アジアの大国関係の構図に変化が起き，米中日が連
携してソ連の覇権に反対する形は，中ソのみが強い対立関係に立つという形に変わってきた。こうし
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た流動的な国際関係に対応し，三木内閣は先の田中。大平内閣が求めていた米中等辺三角形の外交路
線を，中国から一定の距離を保つ中ソ等距離の外交路線に切り換えて，日中関係と日ソ関係を結びつ
けて考える姿勢をとったため，反覇権条項は問題視された。カーター政権になり，米ソ・デタントの
崩壊につれ，アメリカは改めて米中間の戦略的関係の重要性を評価せざるをえず，米中国交正常化交
渉は再び軌道に乗った。これは日本の対中政策に影響を及ぼし，７８年７月米中国交交渉と日中条約交
渉の再開が同時に北京で行われた。この「偶然」の一致は，米国の要因がいかに強く日中交渉に影響
したかを明らかにしている。
２）日中両国内の政治情勢による影響。なぜ中国は終始強硬した対日姿勢をとって条約交渉に臨ん
だのかという問題について，従来の「四人組」グループの躍進や妨害を重視する説と違い，本研究は，
当時の最高指導者毛沢東の世界観と個人的意志が根本的な要因であり，その他，外交部を主管する都
小平の世界観にも関わりがあったと考える。なぜなら，単に「四人組」の妨害のみであれば，難航し
た交渉を打開する外交的な柔軟性は持ち得るはずだったからだ。しかし，当時中国側には妥協の気配
が全く見えなかった。このことから，強硬な対日姿勢の後ろに動かせない権威があったことがわかる。
７１年の林彪事件は「文革期」の中国政治の一つの分岐点だった。この事件のため，いかに文化大革
命を評価するかという問題は，政権交代期にある中国政治の焦点となった。毛沢東は自分の生存中に，
文化大革命が輝かしい成果を収め，それによって実践上文革理論の妥当性。正当性が証明されること
を望んでいた。このために，毛は急進派と実務派の力関係を調整し，７３年の中共10期大会で，急進派
が党務とイデオロギーエ作を主管し実務派が政府と軍隊を統轄する，という両派が相互に制約しうる
権力構造を作ったのみならず，急進派が文革の活発化を煽ろうと試みた企てを抑え，都小平の指導す
る「全面整頓」を支持した。７３年末から75年末までの二年間に，急進派の躍進より実務派の再度の立
ち上がりは目立つものであった。
日本国内から見ると，政権交代と自民党親台湾派の抵抗は，条約交渉を混迷の局面に陥れた主要な
原因だった。田中内閣の対中友好路線は，自民党内の台湾ロビーから必死に抵抗されて，彼らの不満
は遂に田中の「金脈問題」を借りて噴き出し，田中の退陣をもたらした。代わりに登場したのは，党
副総裁椎名悦三郎の「裁定」によって首班に指名された三木首相だった。このような経緯で誕生した
保守傍流の三木内閣は，党内での基盤が脆弱で，政権運営のために反田中。大平勢力との妥協に腐心
させざるをえず，指導力を発揮できなかった。三木政権を支える人的要素の他に，外交路線＝政府姿
勢の要因が条約交渉に決定的な影響を与えた。三木内閣が外交の座標軸を，田中。大平の求めていた
米中との等辺三角形から中ソ等距離に切り換えたため，交渉は開始されるや直ちに暗礁に乗り上げた。
そればかりではなく，中ソ対立に巻き込まれる事を恐れる三木首相の動揺を見ると，ソ連は機に乗じ
圧力に拍車をかけ，自民党内の反中国勢力もソ連の反対を理由に妨害に乗り出し始めた。
３）日中両国の外交思想の相違による影響。
反覇権条項を巡る対立は，外交思想一国家目標。理念。利益並びに自己の役割認識等についての
基本的考え方一における根本的相違を反映した。毛沢東時代の中国は「戦争と革命の時代」という
時代認識を持ち，革命。変革・闘争を国家理念に，第三世界諸国との連合強化を国家戦略に，既存の
世界資本主義システムと秩序を変革し，新しい秩序をつくることを国家目標。自己の役割にしていた。
75年に公表された中国の新憲法は，中国は超大国にならず，超大国の覇権主義。強権政治に反対する
との内容を明記したことにより，反覇権は外交思想の反映であるとともに，国家の進路。道標になっ
た。一方，日本は平和憲法に基づき，平和国家の道を歩み，あらゆる国と友好関係を保持することを
国家理念に，国際経済分野において自国に相応しい役割を果たすことを国家目標。外交目標にしてい
た。自由主義体制をとっているから，日本は西側自由主義国，特にアメリカとの関係強化を外交の基
軸に，軍事的でない側面からアメリカに協力し，世界資本主義システムと秩序の安定を維持すること
を国家利益とみなしている。過去の負の遺産を抱えているため，大国の権力争いを避けることは外交
の基本姿勢であった。反覇権条項は原則としては，決して日本の国家理念。国家目標。国家利益に背
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くものではなかったが，それは第三国一日本にとって余りにも大きくて重要である国一に向けら
れたものとされる恐れがあったため問題視された。日本は中ソ対立に巻き込まれることをさける姿勢
であった。
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学位論文審査結果の要旨
本論文は，第二次大戦後の占領から独立を回復した日本が，1970年代まで台湾政権を中国の正統政
府とし，北京政権と正式国交を持たなかったのが，米国ニクソン大統領の訪中発表を受けて田中政権
が国交樹立を成し，共同声明で両国間の基本的問題を解決しながらも，中国側の求めに応じて平和友
好条約締結を目指しながら，いわゆる「反覇権条項」を巡って交渉が難航し，６年を要してようやく
締結に至った過程を分析したものである。国交樹立後，日本側では三木政権への交代とソ連による批
判の激化，中国側では周恩来の衰えとともに毛沢東の強硬姿勢が前面に出たために，どちらも共同声
明の立場から後退したのがその原因であった。すなわち，日本側は反覇権条項を省こうとし，中国側
はそれこそが条約の基本であるとするだけでなく，共同声明にあった「第三国に対するものでない」
というソ連向けメッセージを条約では省こうとしたのである。そのために行き詰まった交渉は，日本
側では福田政権への交代と米国の後押し，中国側では周。毛の死去に伴って都小平が復活したことに
より，結局両国が共同声明の立場に戻ることで妥結したのである。
この過程を，本論文は，第一節で国交樹立につき，第二節で条約締結交渉について，時系列的に論
じ，第三節で「交渉の停滞と進展の要因」を踏込んで論じている。こうしたテーマについて，これま
で日本側ではまとまった研究としては主に国内，それも自民党内の権力争いとからめた調整を巡るジャー
ナリスティックな著作しかなかったし，中国側ではなお公式的・イデオロギー的な著作しかないとい
える。それゆえ本論文は，両国（及び米国）の一次資料や既存の研究を踏まえ，日中それぞれの国内
政治過程，さらに米ソ関係などの国際政治状況のそれへの影響を，学術的に論じた初の本格的研究と
して大きな意義がある。とりわけ中国側の内情，とくに毛沢東の役割の大きさについては，これまで
具体的にはよく知られていなかった。
しかし，論文の完成度から見ると，なお不十分な点が多々あることも事実である。既存研究につい
ての批判があまりないのでどういう点が本論文の特長なのか分かりにくいし，「交渉の停滞と進展の
要因」も羅列的に論じられ，とくにどの要因が重要だったのか分かりにくい。他方，日本政府に対す
る財界の影響力や，中国側では毛沢東のために一時共同声明の立場より硬化した点や再復活した都小
平が果たした役割等についてはもっと論じるべきだったように,思われる。総じて，せっかく集めた多
くの資料からの引用が少なく，そのため興味深さや説得力がやや乏しくなっていることが惜しまれる。
とくに，日本の外交思想の分析や米国カーター政権の日本への影響の論証が物足りない。
とはいえ，中国人留学生が政府の公式見解からかなり自由に学術的水準の高い政治研究を行ない，
日本語でこれだけの価値ある論文をまとめたことは，高く評価されるべきであり，審査員一同，博士
論文として合格と判断する。
－２９－
